
（平成２２年６月２３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

国民年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認青森地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

青森国民年金 事案 532 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年４月から 54 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年４月から 54 年３月まで 

昭和 53 年３月に大学を卒業した後、父が「国民年金を納めておいた

ほうがいいので、１年分納めるよ。」と言って、Ａ市役所へ一緒に行っ

て国民年金保険料を納めて領収書も見せてくれた。その領収書は、今

見当たらず、同市役所にも関係書類が一切無いという。 

 昭和 54 年４月にＢ市立学校の職員に新規採用された時に、事務員か

ら「国民年金に１年間入っていたのですね。」と聞かれ、「はい」と答

えたことをはっきり覚えている。しかし、学校では、昔のことで証明

できないと言われた。 

 もともと社会保険庁（当時）がきちんと記録を残してこなかったこ

とに原因があることは明白である。 

 申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。          

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が現在使用している国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記

号番号払出簿、オンライン記録及びＣ市の国民年金被保険者名簿による

と、昭和 63 年９月 30 日ころにＣ市から払い出され、申立人は、同年８

月 24日にさかのぼって国民年金第３号被保険者資格を初めて取得してい

ることが確認できることから、申立期間は国民年金の未加入期間であっ

たものと推認される。 

しかしながら、オンライン記録を確認したところ、申立人の旧姓であ

る「Ｄ」で生年月日が「昭和 31 年＊月＊日」に該当する国民年金被保険



                      

  

者記録は見当たらないものの、申立人の旧姓と読み方が同姓同名（Ｄ）

で生年月日が極めて近い被保険者記録（生年月日：31 年＊月＊日、資格

取得日：53 年４月１日、資格喪失日：54 年４月１日、国民年金手帳記号

番号払出年月日：54 年１月 16 日（Ａ市）、国民年金手帳記号番号：＊）

が確認できる。 

一方、申立人は、「昭和 53 年３月に大学を卒業後、父がＡ市役所で国

民年金の加入手続を行い、１年分の国民年金保険料を納付してくれた。」

と主張している。当該被保険者記録の国民年金手帳記号番号は 54 年１月

16 日にＡ市で払い出され、53 年４月１日にさかのぼって国民年金被保険

者資格を取得している上、申立人は、「54 年４月１日にＢ市立学校の職員

に採用された。」と述べているところ、同日にＡ市よりＢ市に住所変更し

ていることが戸籍の附票で確認できるとともに、同日に被保険者資格を

喪失していることが当該記録から確認できることから、申立内容とおお

むね符合しており、申立人の主張に不自然さは見られない。 

また、当該被保険者記録は、当該被保険者がＡ市からＢ市に住所変更

したことにより、Ｅ社会保険事務所（当時）からＦ社会保険事務所（当

時）に移管され、昭和 54 年４月１日の被保険者資格の喪失処理が行われ

たものの、その後、被保険者の特定がなされないままになっていたもの

と考えられる。 

さらに、当時の学校の事務員は、「新採用の職員から共済組合あての前

歴報告書を提出してもらい、年金手帳を見せてもらっていた。」と証言し

ており、申立人の主張と符合する。 

 これらのことから、｢Ｄ、昭和 31 年＊月＊日生｣の国民年金被保険者記

録は、申立人の旧姓の記録である可能性が高いものと認められる。                 

 その他の事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

青森国民年金 事案 533 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年７月から同年 10 月までの期間、60 年４月から同年

10 月までの期間、61 年３月から同年 10 月までの期間、62 年３月から同

年 10 月までの期間、63 年３月から同年 10 月までの期間、平成元年３月

から同年 10 月までの期間、２年３月から同年 10 月までの期間、３年３月

から同年 10 月までの期間、４年３月から同年 10 月までの期間及び５年３

月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 35 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 59 年７月から同年 10 月まで 

             ② 昭和 60 年４月から同年 10 月まで 

             ③ 昭和 61 年３月から同年 10 月まで 

             ④ 昭和 62 年３月から同年 10 月まで 

             ⑤ 昭和 63 年３月から同年 10 月まで 

             ⑥ 平成元年３月から同年 10 月まで 

             ⑦ 平成２年３月から同年 10 月まで 

             ⑧ 平成３年３月から同年 10 月まで  

             ⑨ 平成４年３月から同年 10 月まで 

             ⑩ 平成５年３月 

私は、親に勧められて国民年金に加入し、国民年金保険料は、地区

の納税組合の班長に、父が元妻の保険料も一緒に毎月集金してもらっ

ていた。私が 30 歳になったころからは、私が納税組合で集金してもら

うようになったと思う。 

それにもかかわらず、申立期間の国民年金保険料が未納とされてい

ることには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 10 箇所 68 か月と長期間である上、申立期間のすべてにつ



                      

  

いて、国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無い。 

また、申立人と一緒に納税組合で集金してもらっていたとする元妻の

国民年金保険料の納付記録を確認したが、オンライン記録及びＡ町の管

理する国民年金被保険者名簿共に、申立人と同様に未納である。 

さらに、申立人は、「居住している地区の納税組合の班長に国民年金保

険料を毎月集金してもらっていた。」と主張しているものの、Ａ町では、

「各納税組合には国民年金保険料の納付書の配布はお願いしていたが、

保険料の集金については行われていなかったものと思われる。納税組合

の資料は保存期間終了にて処分している。」と回答している。 

加えて、申立人は、「国民健康保険の切替えと同時に国民年金の切替手

続も行ったと思う。」と述べているものの、申立人の国民健康保険の加入

記録をＡ町に照会したところ、「平成５年からの加入記録はあるが、それ

以前の加入記録は無い。申立人の元妻も同じである。」と回答しており、

申立期間における国民健康保険の加入記録も確認できない。 

そのほか、申立人は、「30 歳（平成２年）ころからは自分で納税組合に

集金してもらっており、当時の１か月当たりの国民年金保険料は、１万

2,000 円から１万 3,000 円であったと記憶している。」と述べているもの

の、保険料額が１万円を超えたのは平成５年４月からとなっている。 

なお、申立人に対し、申立期間当時、別の国民年金手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人及び

その父は、「納税組合の代表者等は既に他界している。」と述べているこ

とから、代表者等から具体的な証言を得ることもできず、ほかに申立人

が申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

  

青森国民年金 事案 534 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年７月から同年 10 月までの期間、60 年４月から同年

10 月までの期間、61 年３月から同年 10 月までの期間、62 年３月から同

年 10 月までの期間、63 年３月から同年 10 月までの期間、平成元年３月

から同年 10 月までの期間、２年３月から同年 10 月までの期間、３年３月

から同年 10 月までの期間、４年３月から同年 10 月までの期間及び５年３

月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年７月から同年 10 月まで 

             ② 昭和 60 年４月から同年 10 月まで 

             ③ 昭和 61 年３月から同年 10 月まで 

             ④ 昭和 62 年３月から同年 10 月まで 

             ⑤ 昭和 63 年３月から同年 10 月まで 

             ⑥ 平成元年３月から同年 10 月まで 

             ⑦ 平成２年３月から同年 10 月まで 

             ⑧ 平成３年３月から同年 10 月まで  

             ⑨ 平成４年３月から同年 10 月まで 

             ⑩ 平成５年３月 

 申立期間の国民年金保険料を社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、納付した事実が確認できなかった旨回答があった。 

当時は結婚しており、婚家先で、元夫や義父が地区の納税組合を通

じて私の国民年金保険料も一緒に納めてくれていた。 

それにもかかわらず、申立期間の国民年金保険料が未納とされてい

ることには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 10 箇所 68 か月と長期間である上、申立期間のすべてにつ



                      

  

いて、国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無い上、申立人は保険料の納付に直接関与していないた

め、具体的な保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人と一緒に納税組合で集金してもらっていたとする申立人

の元夫の国民年金保険料の納付記録を確認したが、オンライン記録及び

Ａ町の管理する国民年金被保険者名簿共に、申立人と同様に未納である。 

さらに、申立人は、「当時居住していた地区の納税組合の班長に国民年

金保険料を毎月集金してもらっていた。」と主張しているものの、Ａ町で

は、「各納税組合には国民年金保険料の納付書の配布はお願いしていたが、

保険料の集金については行われていなかったものと思われる。納税組合

の資料は保存期間終了にて処分している。」と回答している。 

加えて、申立人は、「元夫が国民健康保険の切替えと同時に国民年金の

切替手続も行ったと思う。」と述べているものの、申立人の国民健康保険

の加入記録をＡ町に照会したところ、「平成５年からの加入記録はあるが、

それ以前の加入記録は無い。申立人の元夫も同じである。」と回答してお

り、申立期間における国民健康保険の加入記録も確認できない。 

そのほか、申立人に対し、申立期間当時、別の国民年金手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人

の元夫及びその義父は、「納税組合の代表者等は既に他界している。」と

述べていることから、代表者等から具体的な証言を得ることもできず、

ほかに申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

  

青森国民年金 事案 535 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年１月から同年３月までの期間、同年７月から 44 年

11 月までの期間及び 45 年２月から 47 年３月までの期間の国民年金保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年１月から同年３月まで 

② 昭和 43 年７月から 44 年 11 月まで 

③ 昭和 45 年２月から 47 年３月まで 

Ａ市役所で納付記録を確認したら、「申立期間の国民年金保険料が未

納及び免除記録になっている。」と言われたが、昭和 43 年１月から６

月までの保険料は、亡き父がＡ市役所で納付していたと聞いており、

同年７月以降の保険料は、嫁ぎ先のＢ町のＣ納税組合を通して家族全

員で納めていた。それなのに、申立期間について、私の保険料だけが

未納であるはずはなく、免除の申請をした記憶も無いので納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、「亡き父がＡ市役所で国民年金の加入

手続を行い、国民年金保険料を納付してくれていた。」と主張しているも

のの、申立人の両親の国民年金納付記録を見るといずれも申請免除期間

となっている。 

また、申立人の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付したとする

父は既に他界している上、申立人自身は、国民年金の加入手続及び保険

料の納付に直接関与していないため、具体的な加入状況及び保険料の納

付状況が不明である。 

さらに、申立人及び亡き父が当該期間の国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

申立期間②及び③について、申立人は、「嫁ぎ先のＢ町のＣ納税組合を

通して家族全員の国民年金保険料を一緒に納付していた。」と主張してい

る。しかしながら、昭和 43 年６月＊日に婚姻届出により入籍しているこ

とは確認できるものの、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人

の国民年金手帳記号番号は同年５月 17 日に旧姓で払い出され、また、Ａ

市が保管する国民年金被保険者名簿においても、申立人の氏名は旧姓の

ままとなっており、同被保険者名簿には 47 年６月 30 日にＡ市からＢ町

へ転出した旨記載されている上、申立人が所持している国民年金手帳に

は、同年７月４日に氏名変更及び住所変更の記載があることから、申立

人の保険料が、嫁ぎ先の家族（夫及び義父母）と一緒に納付された時期

は、同年４月分からであったものと推認される。 

また、申立期間②のうち昭和 44 年４月から同年 11 月までの期間及び

申立期間③のうち 45 年２月及び同年３月について、申立人は、「免除の

申請をした記憶が無い。」と主張しているものの、申立人が所持している

国民年金手帳の昭和 44 年度国民年金印紙検認記録を見ると、昭和 44 年

６月 28 日付けでＤ社会保険事務所長（当時）が「44 年４月分から 45 年

３月分までの期間の国民年金保険料の免除申請を承認した」旨の押印が

確認できる。 

なお、申請免除は国民年金被保険者の申請に基づき行われるものであ

ることから、申請が無いまま市町村が国民年金保険料を免除することは

考え難い。 

さらに、申立人が申立期間②及び③の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 

 



                      

  

青森厚生年金 事案 400 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 49 年４月から 51 年３月まで 

（日付不詳） 

② 昭和 56 年４月から 58 年７月まで 

（日付不詳） 

私は、昭和 49 年４月から 51 年３月までＡ社Ｂ支社Ｃ支部及び 56 年４

月から 58 年７月までＤ社Ｅ工場へ勤務し、厚生年金保険に加入していた

記憶があるにもかかわらず、いずれの会社においても厚生年金保険に未

加入となっていることには納得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②において、申立人の業務に関する記憶から、申立てに

係る事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立期間①について、Ａ社Ｂ支社は、「昭和 39 年３月か

ら作成している職員の厚生年金保険の加入記録を記載している社会保険台

帳に、申立人の氏名は無く、在籍していたかは不明である。また、29 年１

月から記録している全職員登録台帳にも、申立人の氏名は無い。」と回答し

ている。 

また、同社が加入するＦ健康保険組合では、「申立人の申立期間における

加入記録は確認できない。」と回答している。 

さらに、申立人を当該事業所に紹介したとする者は、既に他界しており、

当時の同僚についても申立人は覚えていないことから特定することができ

ず、当時の状況についての証言を得ることはできなかった。 

申立期間②について、Ｄ社Ｅ工場の元事務担当者は、「会社では全員が社

会保険に加入していたわけではない。給料から厚生年金保険料が控除され



                      

  

ている人、控除されていない人はいた。ただ、どういう人が控除されて、

どういう人が控除されていないかは知らない。」と証言している上、申立期

間当時、同社で厚生年金保険の資格を取得した被保険者（91 人）で連絡の

取れた 18 人は、申立人についての記憶は無く、そのうち７人は、「Ｄ社Ｅ

工場では、採用と同時には厚生年金保険に加入させてもらえなかった（数

か月から６～７年後に加入）。」と証言していることから、同社では、必ず

しも、全員を採用と同時に厚生年金保険に加入させる取り扱いをしていな

かったことがうかがわれる。 

また、申立期間①及び②について、申立人は、夫の加入していた健康保

険の被扶養者になっていたことが確認できる上、当該申立て事業所の健康

保険厚生年金保険被保険者原票を確認したが、申立期間において資格を取

得した被保険者の中に申立人の氏名は無く、整理番号に欠番も無い。 

なお、申立期間①及び②における雇用保険の加入記録は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 

 


